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令和8年3月に実施しました自己点検・自己評価の結果をもとに、学校関係者評価の実施を行いました。「Ⅰ

教育理念、目的及び目標」以下６項目にわたり、学内で評価された問題点とその改善のための方策に関す

る関係者からの評価と助言を掲載します。なお、関係者からの評価と助言を踏まえ、改善のための方策を順

次実施しています。 

 

Ⅰ教育理念、目的及び目標 

【評価結果の分析】 

本校の教育理念・目的・目標および養成する人材像については、全教職員が「満たしている」と評価した。

これは、本校が公務員採用試験への合格を最終目標とするのではなく、採用後も公的機関において即戦力とし

て活躍できる人材の育成を明確に掲げていることが、教職員全員に浸透していることを示している。また、公

務員として職務を遂行する上で不可欠な法律知識の習得を教育課程に組み込んでいる点も、目的・目標の具体

性と一貫性を裏付けるものとして高く評価されていると考える。 

一方で、本校では入学直後および入学半年後の2回にわたり保護者等を対象としたガイダンスを実施し、学

生だけでなくご家庭にも教育理念や目標を丁寧にお伝えする取り組みを行っている。しかしながら、現状の出

席率は約6割にとどまっており、すべての保護者等に学校の教育方針を十分にお伝えできていないという課題

も認識している。学校と家庭が共通の理解のもとで学生を支援できる環境を整えることは、教育の質を高める

上でも重要であり、この点については引き続き改善が必要であると考える。 

 

【今後の改善方策】 

① 時代の変化に対応した教育内容の充実 

 本校の学生は、卒業後に公的機関や法律に関わる職種へ就くことが想定される。社会環境や行政ニーズが 

急速に変化する中、地方自治体における生成ＡＩの活用をはじめとするデジタル化の進展など、公務員を 

取り巻く環境も大きく変わりつつある。こうした変化に対応するため、教職員自身も積極的に研修・自己 

研鑽に取り組み、常に最新の情報を教育に反映できる体制を維持していきたい。 

② 受験機会の拡大と柔軟な進路支援 

 近年、公務員採用試験は民間企業志望の学生が特別な準備を必要とせずに受験できる形式に移行する自治 

体が増えている。 

 本校では、こうした動向を的確に捉え、幅広い学生が公務員という進路を視野に入れられるよう、最新の 

試験情報の収集・提供と柔軟な進路指導を継続していく。 

 

 

 



③ 法律教育のさらなる強化 

 公務員として法令に基づいた職務を適切に遂行するためには、体系的な法律知識が不可欠である。 

現行カリキュラムを検証しつつ法律関連科目の授業時間の拡充についても前向きに検討し、より実践的な 

法律教育の充実を図っていきたい。 

④ 保護者等ガイダンスの出席率向上への取り組み 

 保護者等ガイダンスの出席率が約6割にとどまっている現状を真摯に受け止め、開催日時・開催方法（対 

面に加えたオンライン併用等）の見直しや、事前の案内・周知方法の改善を検討する。全ての保護者等に 

本校の教育理念や目標をご理解いただき、学校・学生・家庭が一体となって目標達成に向かえる環境づく 

りを推進していきたい。 

 

【関係者評価】 

教職員8名全員が最高評価を付けた本項目は、教育理念・目的・目標が全教職員に広く共有されていること

を示しており、高く評価できる。また、毎週の朝礼における理念唱和や、入学前後のガイダンスを通じた学

生・保護者等への丁寧な周知も、理念浸透に向けた継続的な取り組みとして評価に値する。 

そして、示された改善方策は、これらをより実効性あるものとするために、「理念が実践に結びついてい

るか」を測る具体的な指標を設けることをお勧めする。たとえば、学生アンケートなどを活用し、理念が

日々の教育活動にどう体現されているかを可視化する仕組みの構築が有効である。理念の浸透は継続的な取

り組みによってこそ深化するものであり、今後の組織文化の醸成に向けた取り組みに期待する。 

  



Ⅱ教育課程、教育の実施、学修成果 

【評価結果の分析】 

教職員の75％が「満たしている」、25％が「概ね満たしている」と評価しており、全体としておおむね良

好な水準にあると判断する。一方で、「概ね満たしている」との評価が一定数あった背景には、本校が公務

員科という学科の性質上、他の学科と比較してインターンシップや実習・演習等を実施しにくいという構造

的な課題があることが挙げられる。民間企業を対象とした実習・演習等の実施が比較的容易な他分野の学科

と異なり、公務員科においては連携先の確保や実習内容の設定に制約が生じやすいことは事実であり、この

点が評価に影響したものと分析した。 

本校では外部の関係業界の方々にご参加いただく教育課程編成委員会を年2回開催しており、公務員業界に

おける最新の動向や新たに必要とされる専門的な知識・技術を的確に把握・分析した上で、授業カリキュラ

ムへ反映する仕組みを整えている。この取り組みにより、社会の変化に即した教育内容の更新が継続的に行

われており、カリキュラムの質の維持・向上に大きく貢献していると評価したと考える。 

また、近年の公務員採用試験は内容が急激に変化しており、従来の知識偏重型から人物重視・課題解決型

への移行が顕著となっている。この変化に対して、授業科目の内容や方法を柔軟に見直していく必要がある

という認識は、教職員間で広く共有されたと考える。 

なお、本校の最重要目標である公務員採用試験の合格率については高い水準を維持しており、教育課程の

編成と実施が着実に成果として結実していることも、今回の評価において確認されたと考える。 

 

【今後の改善方策】 

① 時代の変化に対応した教育課程の継続的な見直し 

公務員採用試験の出題傾向や求められる知識・スキルは、社会情勢の変化とともに急速に変わりつつある。 

教育課程編成委員会での 審議内容を最大限に活用しながら、その時代に求められる科目内容を精査し、 

授業の方法・内容を柔軟かつ機動的に改善していく。 

②ＯＢ・ＯＧとの連携による職業理解の促進 

 公務員という職業の魅力ややりがいを学生が具体的にイメージできるよう、本校の卒業生（ＯＢ・ＯＧ） 

に積極的に協力を仰ぎ、講話や交流の機会を設けることを検討する。実際に現場で活躍する先輩の声は、 

学生のモチベーション向上や職業意識の醸成に大きな効果をもたらすものと考えており、職業理解教育の 

さらなる充実を図っていく。 

③ 面接・人物評価対策の強化と継続的な啓発 

採用試験における人物重視の傾向が一層強まる中、自己ＰＲ能力や課題発見・解決能力、さらにはボラン 

ティア活動などの課外経験が合否を左右する場面が増えている。こうした変化を踏まえ、面接対策や自己 

ＰＲの重要性について入学早期から継続的に啓発を行い、学生が在学中から計画的に自己成長の機会を積 

み重ねられるよう、指導体制を整備していく。 

 

【関係者評価】 

「教育の実施」では一部に「概ね満たしている」との評価があり、授業形態や成績評価の運用に改善の余

地が示唆されている。また「学修成果目標の達成状況」や「進路実現」において評価が分かれており、特に

進路実現については半数以上が「概ね満たしている」と評価している点は、組織全体で真剣に向き合うべき

課題である。 

改善方策として示されたＯＢ・ＯＧとの連携による職業理解の促進は適切な方向性であると思う。その成

果を授業内容へフィードバックする仕組みを事前に設計しておくことが重要である。進路支援については、

入学時からのキャリア教育の計画的実施という方針は適切であるが、具体的な目標数値や達成時期を設定し、

学生一人ひとりの状況を組織全体で共有・管理できる体制の構築をお勧めする。  



Ⅲ学生の受入れ、学生支援 

【評価結果の分析】 

① 多様な学生への支援について 

「満たしている」と「概ね満たしている」がそれぞれ50％となり、全項目の中でも改善の必要性が高い項 

目として認識されている。評価を下げた要因として、エレベーターが設置されていないなど身体的なハン 

ディキャップを持つ学生や配慮が必要な学生への物理的な施設環境が十分に整っていない点が具体的に指 

摘された。 

② 学生相談環境の整備・運営について 

全教職員が「概ね満たしている」と評価したことは現状の相談支援体制に対して教職員全員が一定の課題 

意識を持っていることを示している。現在、本校ではスクールカウンセラーによる予約制のオンライン相 

談を導入しているが、実際の利用者はほぼ皆無という状況にある。この背景には、予約制・オンライン形 

式という利用のしにくさや学生がカウンセラーへの相談に心理的なハードルを感じていることなどが考え 

られる。 

また、近年はメンタル面において個別の配慮を必要とする学生が増加傾向にあり、教職員間でもその実感 

が広く共有されている。現行のスクールカウンセラーによる対応では、精神医学的な専門知識を要するケ 

ースへの対応に限界があるとの意見も多く、より専門性の高い支援体制の構築が急務となっている。学校 

単独での対応が困難な事例も見られており、外部の専門機関との連携を含めた体制整備が必要であると考 

える。 

 

【今後の改善方策】 

①教職員間における情報共有体制の強化 

学生のメンタル面や生活面における変化をいち早く把握し、適切な支援につなげるためには、教職員間の 

緊密な連携が不可欠である。  

学科内の教員間で学生に関する情報を組織的に共有する体制を整備し、問題の早期発見・早期対応ができ 

る体制を構築していく。 

一人の教員が問題を抱え込むことなく、チームとして学生を支援できる環境づくりを推進していきたい。 

②学生が利用しやすい相談環境の整備 

担任制をとっている学校であるが、担任のみで対応するのではなく全教職員が相談に応じる体制をつくる。 

その際、センシティブ情報に触れる機会が増えるため、今以上に個人情報・要配慮個人情報の管理体制を 

整備する。さらに専門性を必要とする状況もあるため外部の専門機関との連携を深めることとする。 

 

【関係者評価】 

全員が「概ね満たしている」と評価した「カウンセラーの配置・相談室の設置等の環境整備」についてで

あるが、カウンセラー制度はすでに導入されているという。その点は評価できるが、精神的な問題を抱える

学生が年々増加している現状においては、制度の存在にとどまらず、学生が気軽に相談できる雰囲気づくり

や利用促進に向けた働きかけなど、カウンセラー制度をより効果的に活用するための取り組みが今後の重要

な課題だと考える。 

改善方策として示された相談しやすい環境づくりや教職員との連携強化は、適切な方向性であると思うが、

カウンセラーと担任・教職員が日常的に情報共有できる連携体制を整備し、学生の状況を組織全体で把握・

対応できる仕組みの構築をお願いしたい。 

  



Ⅳ教育実施組織・教員 

【評価結果の分析】 

教職員の50％が「満たしている」、50％が「概ね満たしている」と評価しており、教員の資質向上に向け

た取り組みについて、組織全体としてさらなる改善の余地があるという認識が共有されている。 

評価を下げた主な要因として、教職員間におけるデジタルリテラシーの格差が挙げられる。近年のデジタ

ル化推進により、業務分担や授業回数などの情報の可視化が進み、業務効率の向上が期待される一方で、教

職員間でデジタルツールやシステムの活用能力に大きな差異が生じており、組織全体としての効率性や連携

が阻害されている実態がある。さらに、このデジタルリテラシーの問題への対応が個人の主体性や自助努力

に委ねられている状況にあり、組織的・体系的なサポート体制が十分に整っていないことも指摘されている。 

本校では学園として動画グランプリなどの教員の資質向上を目的とした取り組みを実施しているが、自由

参加形式であるため参加率にばらつきがあることも組織全体としての研修効果を十分に発揮できていない一

因となっている。研修の機会そのものは設けられているものの、その実効性や全教職員への浸透という観点

においては、さらなる改善が必要であると分析している。 

 

【今後の改善方策】 

①研修への参加促進と義務化の検討 

現在、自由参加形式で実施している動画グランプリをはじめとする各種研修・取り組みについては、全教 

職員が参加することを基本とした運営方式への転換を検討する。自由参加では参加意欲の高い教職員に偏 

る傾向があり、組織全体の底上げには限界がある。 

研修内容や参加形式を工夫しながら、教職員全員が均等に学びの機会を得られる仕組みを整えていく。 

② オンラインセミナー等を活用した研修機会の拡充 

これまでも研修は実施されてきたが、回数・内容ともにさらなる充実が求められている。オンラインセミ 

ナーの積極的な活用により、時間的・地理的制約を超えた研修機会の拡大を図る。外部の専門機関や企業 

等と連携した研修プログラムの導入も視野に入れながら教員の授業力・指導力の向上につながる多様な学 

びの機会を継続的に提供していく。 

③ 研修効果の可視化と継続的な改善 

研修を実施するだけでなく、その効果を定期的に測定・評価し、ＰＤＣＡサイクルに基づいて研修内容を 

継続的に改善していく仕組みを構築する。教職員一人ひとりのスキル習得状況を組織として把握・管理す 

ることで、個別課題への的確な対応と組織全体の教育力向上を着実に推進していく。 

 

【関係者評価】 

複数の項目において課題が明確に示された。「教員の授業及び指導力等を習得・向上するための研修を企

業等と連携して、組織的に行っているか」については半数が「概ね満たしている」にとどまっており、教員

の資質向上に向けた組織的取り組みの充実が本項目における最重要課題と捉える。 

改善方策として示されたオンラインセミナー等を活かした研修の拡充は、現状の課題に正面から向き合っ

た適切な方針である。また、相互授業参観の導入とフィードバックの仕組みの整備は、教員の指導力向上に

直結する取り組みとして積極的に推進していただきたい。これらの取り組みを継続的・計画的に実施し、教

員個人の成長と組織全体の教育力向上を両立させる体制の確立に期待する。 

  



Ⅴ教育環境 

【評価結果の分析】 

① 施設・設備・機械器具等の整備について 

「満たしている」「概ね満たしている」がそれぞれ50％という結果となった。評価を下げた主な要因とし 

て、施設の老朽化が進んでいることが挙げられている。教育環境の質を維持・向上させるためには、施 

設・設備の適切な維持管理と計画的な更新が不可欠であり、老朽化への対応は学生が安心・安全に学べる 

環境を守る上でも重要な課題である。 

一方で、現在も優先順位を設けながら修繕や新規設備の導入を継続的に実施しており、限られたリソース 

の中で教育環境の維持・改善に取り組んでいることは、一定の評価を得ている。こうした取り組みを継 

続・強化しながら、より計画的かつ効率的な施設整備を推進していく必要があると認識している。 

② 図書環境の整備・運営について 

「満たしている」が25％、「概ね満たしている」が75％という評価となった。本校では独立した図書室の 

設置には至っておらず学生ホール内に図書コーナーを設置する形で対応している。これまでも継続的な整 

備に努めてきたが、新刊図書の購入・配架が遅れているという課題が指摘されており、公務員試験対策や 

法律・行政に関する最新の専門書・参考図書が適時提供できていない状況がある。公務員を目指す学生に 

とって、最新の情報や知識にアクセスできる学習環境の整備は学習効果に直結するものであり、改善が求 

められる項目として認識している。 

 

【今後の改善方策】 

① 施設・設備の計画的な維持・更新 

老朽化が進む施設・設備については、引き続き優先順位を明確にした計画的な修繕・更新を推進していく。 

緊急性・重要性・教育への影響度などを総合的に判断した上で年次計画を策定し、限られた予算の中でも 

教育環境の質が着実に向上するよう、組織的に取り組んでいく。また、前項で指摘されたエレベーターの 

未設置をはじめとするバリアフリー環境の整備についても、施設改善計画の中に位置づけ、中長期的な視 

点で対応を検討していく。 

② 図書コーナーの充実と新刊図書の適時導入 

公務員試験の出題傾向や行政・法律分野の最新動向に対応するため、新刊専門書・参考図書の定期購入・ 

配架サイクルを見直し、活用できる環境を整えていく。教育課程編成委員会や教員からの推薦図書リスト 

を作成しながら、学生の学習ニーズに即した蔵書の充実を図っていく。 

 

【関係者評価】 

学生の安全を最優先に捉えた組織的な取り組みが着実に定着していることが確認された。 

一方、「図書室を設置し、専攻分野の教育に必要な専門書及び参考図書を配架し、必要に応じて学生が閲

覧できるようにしているか」については、それぞれ6名が「概ね満たしている」と評価しており、学習環境・

生活環境の質的充実が課題として浮き彫りになっている。安全管理という基盤的な側面では万全の体制が整

っている一方で、学生が日々の学修活動をより充実させるための環境整備には改善の余地があるといえる。 

安全・安心な教育環境のさらなる充実に向けた継続的な取り組みをお願いしたい。 

  



Ⅵ教育活動の基盤と改善・向上の取組 

【評価結果の分析】 

学校関係者評価委員会および教育課程編成委員会については、いずれも規定に基づき適切に開催・運営さ

れており、運営面における問題は無い。学校関係者評価委員会の報告書については本校ホームページ上で公

開しており、広く社会への情報開示と透明性の確保に努めている。また、各委員会の議事録についても教職

員が随時確認できる環境を整備しており、情報共有の基盤は整っている。 

一方で、委員会で審議・決定された内容について、一部の教職員が十分に把握できていないという課題が

明らかになった。議事録や報告書へのアクセス環境は整備されているものの、教職員が能動的に情報を取得

することに依存した現状の運用では、組織全体への情報の浸透に限界があると認識している。委員会におけ

る審議内容や決定事項は、教育の質の向上や学校運営の改善に直結する重要な情報であり、全教職員が共通

の認識のもとで教育活動に臨むためにも、情報共有のあり方を見直すことが必要である。 

 

【今後の改善方策】 

① 委員会内容の組織的な情報共有の徹底 

 議事録等の閲覧環境が整備されているにもかかわらず、内容が十分に浸透していない現状を踏まえ、教 

職員が受動的にも情報を受け取れる仕組みを整えることが重要である。教職員会議や朝礼・ミーティン 

グ等の機会を活用した委員会内容の定期的な報告・共有や、重要事項についての周知徹底を組織的に行 

う体制を構築していく。 

② 情報共有状況の定期的な確認 

委員会内容の共有が形式的なものにとどまらないよう、教職員への浸透度を定期的に確認する仕組みを 

設ける。自己点検・自己評価の機会等を活用して情報共有の実効性を検証し、課題があれば速やかに改 

善策を講じるＰＤＣＡサイクルを確立していく。 

③ 情報公開の継続と充実 

学校関係者評価委員会の報告書については、引き続きホームページ上での公開を継続し、保護者等や地 

域社会、入学を検討している高校生に対する情報開示と透明性の確保に努める。公開内容についても、 

より分かりやすく充実したものとなるよう継続的に見直しを行っていく。 

 

【関係者評価】 

財務基盤の確立、学校運営の組織体制、学校関係者評価委員会・教育課程編成委員会の適切な開催、学校

評価結果の公表と改善への組織的取り組み、情報公表など、多くの項目において全員が最高評価をつけてお

り、学校運営の基盤と評価・改善サイクルが着実に整備・機能していることは高く評価できる。特に職業実

践専門課程として求められる教育課程編成委員会の年2回以上の開催が適切に実施されている点は、産学連携

による継続的な教育改善への真摯な姿勢の表れとして評価に値する。 

人口減少・少子化という避けがたい社会環境の変化を踏まえると、中長期計画の実効性を高めることは本

校の持続的発展において喫緊の課題と言える。数値目標や達成時期を明示した具体的な行動計画への落とし

込みを強くお勧めする。社会への情報発信はSNSも含めた多様な媒体の活用により、本校の教育活動や学修成

果をより広く発信する取り組みの充実に期待する。 
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